




















































































































が遂行欠如の ASD 児童１名と ASD 疑いの児童１名を対象に、記録頻度が反応効果に及ぼ
す影響についてアセスメントを行った。その結果、各対象児にとって効果的な記録頻度を明ら
かにし、それらの記録頻度を手続きに用いてセルフモニタリングを実施したところ、通常の学級
における標的行動の改善が確認された。研究７は、遂行欠如のASD児童１名を対象に、記録
用紙が反応効果に及ぼす影響についてアセスメントを行った。結果、対象児にとって効果的
な記録用紙の位置を明らかにした上でセルフモニタリングを実施したところ、通常の学級にお
ける標的行動の改善が確認された。どちらの研究も、通常の学級担任が指導手続きの受容性
を肯定的に評価した。これらのことから、通常の学級においてセルフモニタリングを実施するに
当たり、記録頻度や記録用紙が反応効果に及ぼす影響を系統的にアセスメントすることで、対
象児にとって効果的で実施可能な手続きを明らかにできると示唆された。加えて、研究６より、
セルフモニタリングの反応効果を促す条件として、失敗や間違えを極度に嫌い○印や賞賛を
好むという対象児の特徴が指摘された。この特徴は、記録用紙に〇をつけた際の強化価を高
める確立操作として機能すると考えられた。また、研究７より、記録用紙が反応効果に影響を
及ぼす条件として、標的行動の特性に応じて記録用紙を配置することも指摘された。 
本研究の知見は、学校場面における ASD 児童の社会的スキルの欠如タイプに応じた指導
について、通常の学級でのスキル遂行に対する有効性を実証するものであった。この知見は、
これまで研究が進められてきた ASD児の社会的スキルに対するマニュアル化された指導プロ
グラムを補完し、その汎用性を高める上で重要な示唆を与えるものだと考えられる。また、第６
章は、セルフモニタリングを実施する前に手続きに関して系統的なアセスメントを行ったことで、
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対象児の標的行動に反応効果をもたらすために必要な最小限の記録頻度や記録用紙を明ら
かにできた。この知見は、通常の学級に適した手続きでセルフモニタリングを実施する方法を
示したものであり、セルフモニタリングの適用可能性を高めると考えられる。本研究の課題とし
て、第５章以降の標的行動を話の聞き方スキルに限定したことが挙げられる。今後は、本研究
で有効性が示された指導やアセスメント、指導効果の促進条件が他の社会的スキルに適用可
能であるか、もし適用できなければ手続きをどのように修正する必要があるのかといった検討
を行うことで、本研究の知見をより有益で示唆的なものにできるだろう。また、本研究は、セル
フモニタリングが反応効果をもたらした機序をルール支配行動の観点から考察したが、対象児
の外言や内言、自己ルールについて評価できていない。今後、セルフモニタリングの反応効
果を促す条件やその機序をより明確にするためには、それらを含めた詳細な検討が必要であ
ると考えられる。 
